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本稿の目的は、2017年5月にスリランカ民主社会主義共和国南西部で発生した豪雨洪水災害を対象に、サバラガムワ州ラト

ゥナプラ県ラトゥナプラ市における洪水被害時の住民の対応および復旧復興の実態と課題を把握することである。地域住民

へのインタビュー調査の結果から、豪雨洪水災害による死者や怪我人はムッドゥワ地区では少なく、また事前の災害対策や

人・物を避難させるタイミングを共有する必要があることや被災復旧・復興の労働負荷、経済的負担が慢性化する可能性が

把握された。調査対象地ではこれまで親族や血縁、宗教コミュニティを中心とした地域知が平常時から機能しており、災害時

でもその機能を果たしていた。水害常襲地において人々の生活をカバーするためには、地域知を利用した効果的な避難タ

イミングの導入とより住民のニーズに即した物資や金銭を含む外部支援が必要であると考えられる。 
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１．はじめに 

１-１. 本稿の目的と研究背景 

本稿の目的は、2017年5月にスリランカ南西部で発生

した豪雨洪水災害を対象に、サバラガムワ州ラトゥナプ

ラ市における洪水被害時の住民の対応および復興の実

態と課題を把握することである。また、水害常襲地にお

ける将来の防災および減災に資する方策を提示する。 
スリランカでは地理的・気候的特徴から4つのモンス

ーン期が存在する。とりわけ、5月〜9月にかけての南西

モンスーン期のヤラ(yala)と呼ばれる期間では、国の南

西部に多量の雨をもたらす1)。サイクロンや豪雨による洪

水や土砂災害が毎年のように各地で発生し、2002年か

らの直近10年間で洪水の発生回数と被災者数が多い2)。

その中でも、スリランカ最大都市コロンボ市から東に約

90km離れて位置するサバラガムワ州の州都ラトゥナプラ

市は、カル川上流の盆地地帯の中心都市で、四方の山

地から河川が集中する地点に位置する。河川勾配も急

激に緩やかになるため、洪水被害が発生しやすい3)。そ

の特徴から、近年では2016年5月15-17日にサイクロン・

ロナウ(Ronau)、また、2017年5月25-26日に南西モンス

ーンがスリランカ全土に大雨と強風をもたらした。特に

2017年5月豪雨洪水災害で甚大な被害をもたらしたラト

ゥナプラ市では、約6万世帯(約24万人)が被災し、住宅

約800戸が全壊、約12,00軒が一部損壊した4)。この被害

状況から、スリランカは2017年に世界中で最も気候変動

の影響を受けた国第2位に位置付けられた5)。 
気候変動リスクや増大する災害外力に未適応である

ことが問題視されたスリランカにおいて、都市部や農村

部に限らず、政府や国際機関、NGO、地域社会など多

様なアクターが防災・減災のために多大な努力を払って

きた6)。しかし、これまで2004年に起きたスマトラ沖地震と

津波災害により海岸部の集落が注目されてきた7,8)一方

で、国土の3分の2以上を占める山間部の被災実態はあ

まり把握されていない。調査対象とした山間部河川沿い

に佇むラトゥナプラ市も、スリランカ南西部におけるサイ

クロンや洪水災害の影響下にある。都市部では急速な

経済発展を遂げるスリランカだが、人口の8割は農村に

居住している。特に、農業や宝石業、サービス業などに

依存している山間部では、自然災害が与える経済的・

社会的影響は大きい。今後、水害常襲地においてレジ

リエントな地域社会のあり方や将来の防災・減災の方策

を模索する上で、本稿はその基礎資料になると考える。 
１-２. 研究の方法 

 本研究では 2018 年 2 月 1〜8 日および同年 3 月 15
〜25 日にかけて集落全体の視察と基礎情報収集により

調査対象地域を選定した後、同年 8 月 30 日〜9 月 20
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日、10 月 27 日〜11 月 8 日の約 1 ヶ月間にわたる現地

調査で得られた資料をもとにしている。本研究の分析の

もととなるデータは、スリランカでの現地調査から得られ

た資料を基礎とし、足りないデータは文献調査から補っ

ている。とりわけ、スリランカの豪雨洪水災害の被災状況

や災害対策の変遷、災害復興の外観については、現地

の文献や新聞、既往研究、国際機関や NGO が発行し

たレポートを参照した。 
  調査対象地域を選定する際、防災管理省、国立建

築研究所、国際移住機関スリランカ事務所、国連ハビタ

ットスリランカ事務所、都市開発機構、ラトゥナプラ市役

所の担当者の計 7 名に対して 2017 年 5 月豪雨洪水災

害に関する予備的なヒアリングを行い、被災直後の被害

実態や被災地の復興の状況に関する情報を収集した。

その際、ラトゥナプラ市は 2003 年 5 月、2016 年 5 月、

2017 年 5 月など頻発する豪雨洪水災害の被災地域で

あることを紹介された。これを踏まえ、川に隣接して立地

しているため洪水氾濫の被害を受けやすいこと、筆者が

現地調査の実施を可能とする役所職員や住民らとの関

係を確立したこと、近隣などの社会的ネットワークを取り

入れた復旧復興がなされていたことから今回の調査対

象地ムッドゥワ地区として選定した。筆者はラトゥナプラ

市ムッドゥワ地区で住宅被害の概況や復興過程、避難

行動の様子を把握するため、外観撮影による目視調査、

住民を対象にした対面式アンケートと半構造化インタビ

ュー調査を行った。調査は 1 世帯あたり 1 時間〜1 時間

半で行われた。こうした手続きにより、調査に協力し回答

を得られたのは 9 名だった(1)。 
１-３. 研究の位置づけ 

  従来同国では、水害に関する研究が洪水のリスク特

定や貧困との関連性から議論されてきた。この分野にお

ける水害に対する理解として、同国は水害を受けやす

い地理的条件下にありながら、政府主導の災害対策が

不十分であるため、被害が増加・増大傾向にあることが

指摘されている 9,10)。また、地形の特殊性や経済成長に

伴う都市計画が水害による被害を増大させ 11)、貧困層

の経済格差の拡大やインフォーマルな土地に居住する

現状にある 12,13,14)。JICA ほかでは『スリランカ国防災セ

クター情報収集・確認調査』においてスリランカの災害を

まとめた上で、総合防災を推進するための法的および

社会的課題について示した 2)。 
  スリランカの洪水リスクに抗するために、既往研究で

は地域社会や伝統的な防災の知恵について検討され

てきた。Ahagama らは、ラトゥナプラ市の災害リスク管理

に関して、「洪水とともに生きる」ための主要な生存戦略

として、近隣の社会的ネットワークを利用することを明ら

かにした 15)。Uditha らはスリランカ中央部の土砂災害多

発地域において石造りの擁壁や田畑の構成など地域に

根付いた知識に基づいた実践が地域社会の災害適応

レベルを向上させていることを示した 16)。Amaraweera et 
al.は、2003 年の洪水災害を事例としてコミュニティの災

害対応を明らかにした 17)。一方で、制度的な介入として

洪水リスク向上のプログラムや訓練、ボートやライフジャ

ケットの配布などの既存の取り組みは現地住民にとって

適していないことも示した。こうした制度硬直的な支援や

介入は、かえって住民の対応や防災の知識の活用を阻

害している様相が既往研究より確認された。 
スリランカにおいて水害が頻発する地域では、近隣の

社会的関係や住民の協働による生存戦略、つまり、地

域知(2)が活用され、災害後の迅速な復旧に優位であっ

た。しかし、その地域知とは何かはつぶさに明らかにさ

れていないため、行政は災害復興に対して地域住民の

実態や知識に関する微視的視座を確保できていない。

また、近年多発する水害の対策に対して、同国における

地域レベルでの避難対応や復興の詳細について把握

できていない。地域知と復興政策とが相補的な関係を

築くためには、住民がどのような生存戦略を取り、被害

を軽減させたかといった避難時から復興の様子や現場

の課題を住民側の視点から明らかにする必要がある。

以上より、2017 年 5 月にスリランカ南西部で発生した豪

雨洪水災害を対象にラトゥナプラ市における洪水被害

時の住民の対応と復興に関する実態と課題を把捉し、

豪雨洪水災害に対する将来の防災および減災に資す

る方策を検討するため、本調査を実施した。 
 

２． スリランカの大略 

２-１. スリランカの概要 

  スリランカは国土面積が約 65,000 km2で、北緯5度
から北緯9度、東経79度から東経81度に位置する(図1)。
人口は約2,000万人で全人口の3~4割が南西部に居住

する。一人あたりのGDPは3,852ドルで193カ国中123位
に位置し18)、GDP成長率は2.72%である19)。また、都市

化率は20%前後20)である一方で、農村に多くの人口を

保つ同国は一人当たりGNIが4,000ドル超で、2019年に

上位中所得国の仲間入りを果たした21)。 
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気候は国内で多様であり、南西部は 4～6 月、10～11
月が雨季で、12～3 月が乾季であることが一般的である。

雨季にはモンスーンの影響で 1 日に数回スコールが降

ることもある。また、スリランカの地形は標高によって中

央高地、平原地帯、海岸地帯に大別される。中央高地

は国土の中南部に位置する。中央高地にはスリランカ

最高峰のピドゥルタラーガラ山(標高 2,524m)を中心にし

た島中央部は 2,000m 級の山岳地帯で、その山麓に

は 1,000m 程度の高地が広がる。これらの高地が南部

の大きな面積を占め、スリランカの気候風土に多くの影

響を及ぼしている。また、平原地帯は海抜 30〜200m に

位置し、国土の大部分を占める。スリランカの河川は、

中央高地に源を発して、海に向かって放射状に流下す

る。中央高地では、河道が不連続な地形によって分断

され、断崖や急斜面では数多くの滝や急流が形成され

ている。これらの河川は、平原地帯に出ると流速が落ち、

氾濫原やデルタを蛇行して流れる 3)。 

    図 1.  スリランカの位置関係（筆者作成） 

 

２-２. 近年のスリランカの豪雨洪水災害の状況 

  近年では、2016年5月、2017年5月の豪雨洪水災害

はスリランカに深刻な被害をもたらした。2016年5月14日
にスリランカの南東約150kmの海上に弱い熱帯低気圧

として発生し、サイクロンRoanuとして国際的に命名され

た。2016年5月15日から17日にかけて、この低気圧帯は

スリランカ全域で記録的で集中的な豪雨を引き起こし、

過去20年以上にわたって最も激しく記録された降雨量

だった。この豪雨により全体で6万戸の住宅が被災した。

この災害により農業、貿易および産業に依存する100万
人以上の人々の収入を失わせた22)。 

また、2017 年 5 月末では南西モンスーンによってスリ

ランカに大雨と強い風をもたらし、 5 月 25 日から 26 日

までの 2 日間、降水量は 600mm にまで増加し、スリラン

カ 25 県のうち 15 県で急激な洪水や地滑りを引き起こし、

88 万人に影響を与え、約 9 万戸が被害を受けた。一部

の地域では水位が 6m に達し、洪水は都市や農村の住

居、中小・零細企業、教育・保健サービス、公共インフラ、

民間インフラに影響を及ぼした。この豪雨洪水災害によ

り、農業・貿易・産業に従事する 34 万人以上の人々の

生計に影響を与えた 4)。 
２-３. スリランカの防災制度と体制 

  スリランカ国政府は、2004 年のスマトラ沖地震・津波

を契機として、国家防災体制強化の方針を打ち出し、

2005 年に、防災に関する包括的な法的基礎枠組を定

めた災害管理法(Sri Lanka Disaster Management Act, 
No.13 of 2005)を制定した。同法で防災組織体制整備

や事後の緊急対応から事前準備への転換を掲げた 2)。 
 その規定に基づき、2005 年に防災に関する最高意思

決定機関である国家災害管理評議会と災害管理施策

の実施機関である災害管理センターが設置された。ま

た、2013 年に国家災害管理計画が作られ、現在国家

緊急対応計画が策定中である。災害管理センター、国

立建築研究機構、気象局、国立災害救援サービスセン

ターはすべて災害管理省の下で機能している 2)。  
２-４. スリランカの災害復興 

  2004年のスマトラ沖地震・津波による復興で、スリラン

カ政府はコミュニティレベルでの復興を進めてきたが、

ゆっくりではあるが変化が見られる。長期的視座に立っ

て見れば、人間やコミュニティの潜在能力とも言える回

復力がもともと備わっているとも言える。スリランカで非制

度的なそれを可能にしているのは、縦横無尽に張り巡ら

されたされた親族・姻族のネットワークの存在で、これま

でもこれらのネットワークを駆使した様々な生存戦略を

立てながら困難を乗り越えてきた経験がある 7,8)。 
  他方、近年災害管理センターと JICA が策定した防

災ロードマップ「Roadmap for DRR -Safe and Resilient Sri 
Lanka-」では、構造物・非構造物対策への積極投資によ

り、都市部や重要インフラを防御することを主軸としてい

る。また、地方レベルでは、災害に強い社会・コミュニテ
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ィづくりを進めていくことを念頭に、仙台防災枠組におけ

る優先行動や SDGs との整合性を考慮し、災害管理省

や関連機関との協議のもと策定された。スリランカでは、

国家総合災害管理プログラムを策定し、災害管理省の

主導権のもと、関連セクターへの予算付けを行ってきた。

しかし、実際どのように復興を進めるか、どこが業務負担

するかは不明確である。スリランカの中央行政は、中央

行政ラインと地方自治ラインが併在している。国家防災

計画では、中央行政ライン(県・郡・GN)および地方自治

ライン(州・地方自治体) (3)のそれぞれで防災計画を策定

するものとしているが、州や地方自治体の防災計画策

定の目途は立ってない。その下のスリランカの行政単位

である県や郡の防災計画のうち、完成しているのはいず

れの県・郡においても、「災害時の準備と対応」の部分

のみで、事前投資に相当する部分「防災と減災」、災害

後のよりよい復興に相当する部分「復旧と復興」の項目

は十分に整備できていない 2)。 
３．調査対象地の概要 

３-１. ラトゥナプラ市の概要 

  ラトゥナプラ県の面積は 3,275km2 で、そのうちラトゥ

ナプラ市の面積は 22.2km2 を占める。ラトゥナプラ市は

18 の Grama Niladhari Division(GND)という行政区と

1,941 のより細かな村落に分かれる 11)。ラトゥナプラ県に

は約 108 万人おり、2017 年のラトゥナプラ市の総人口は

49,083 人である 23)。ラトゥナプラ市の人口は 1961 年

(21,592 人)から 2001 年(46,309 人)までの 40 年間で倍

になった。2009 年地区統計ハンドブックによると、ラトゥ

ナプラ市の男性は 28,272 人、女性は 30,011 人で、最大

の人口分布は 35〜60 歳のカテゴリーである 9)(4)。 
市内の中を流れるカル川はスリランカの中部に位置し、

流域面積 2,690km2、幹川流路延長距離は約 100km あ

る河川である。灌漑局の資料によれば、ラトゥナプラ市

の平均年間降雨量が 4,000mm で、カル川の年間総流

出量が 73 億 m3 である 3)。同市では、5 月と 6 月のヤラ

と 9 月、10 月、11 月のインターモンスーンの間は特に雨

量が多い。カル川の下流低平部と上流盆地の境界地点

は流路幅約 50m のボトルネックとなっている。これらの

地理的要因がラトゥナプラ市での洪水被害を助長する

一因になっている 3)。一方で、都市計画により氾濫原で

あるカル川および中心地から約 5km 離れた高地のとこ

ろに新図書館や病院などといった中枢機関が集まった

ニュータウンが立地している(5)。 

  ラトゥナプラ市と周縁部の主要産業は米や野菜など

の農業、ゴムやココヤシなどのプランテーション農業で

あり、総労働人口のうち 4 分の 1 が公務員で、残りは民

間企業 (18%)や自営業(18%)、ビジネス (16%)、農業

(11%)に従事している。ゆえに、インフォーマルな営農

世帯や自営業を営む多くの世帯では収入が安定してお

らず、洪水災害が起こるたびに生計が成り立たなくなる

リスクがあることが指摘されている 9)。 
３-２. ムッドゥワ地区の概要 

調査対象村であるムッドゥワ行政区(以下ムッドゥワ地

区と称す)は、ラトゥナプラ市にある(図 2)。ラトゥナプラ市

の防災担当の職員に対する事前調査によれば、ムッドゥ

ワ地区には約 800 世帯(約 3,000 人)が居住し、カル川と

支流のウェイ川(Wey Ganga)と隣接している。市役所や

スーパーマーケットの傍にある橋を渡った先に広がるム

ッドゥワ地区は、川の下手には青果や精肉、日用品など

が並ぶ市場(Ratnapura Mahajana Pola)、上手にはクリケ

ットやサッカーをする運動場、微高地に立地している仏

教寺院(Sri Sumana Pansala)がある。住宅が道の両端に

並び、湿地や田畑が広がる。市役所や街のバススタンド、

旧図書館、スーパーマーケット、学校、病院などへのア

クセスが非常によく、徒歩やトゥクトゥク(三輪タクシー)、
バイクで各主要施設に通える。 

図2.  調査対象地の位置関係（筆者作成） 

 

４．洪水災害の対策と課題 

-国際機関・政府・地方自治体の見解- 

国際機関・政府・地方自治体の職員への予備調査

の際、2017年5月豪雨洪水災害時の対応について①豪
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雨災害の基本情報、②過去および近年の豪雨災害に

関する情報、③豪雨災害への対策、④インフラの整備、

⑤調査対象地の5つについて半構造面接法に則って質

問した。質問の回答者は以下の7名である。この予備調

査をまとめた結果、以下の3つが論点として挙がった。 
1) 政府と地方自治体との意見の齟齬 
  政府機関である災害管理省のトップは、災害後の対

応と対策立案に対して「よくできた評価と提言」と評して

いた。しかし、この対応と対策について地方自治体側か

らは「地方にはふさわしくない計画」「トップダウンのやり

方ではなく、現地に根ざした復旧復興を進めるべき」と

いった不満の声があった。 
2) 現地の知識の疑問視 
  政府や地方行政の職員から「地域の中でのリスク意

識、準備、コミュニケーションができていない」、「水位で

判断して避難するが、水位が上昇するまでの間に十分

な避難準備ができず、被害が大きくなったのではないか」

「在来の知識とコミュニケーションに基づいて判断するが、

彼ら彼女らはまだ体系化できていない」と現地の災害リ

スクに関する知恵を疑問視していた。 
3) 不必要な支援や少ない支援 
  元国連職員からは実際に現地支援に伺い、現地に

即した支援に関して、「毛布は必要ないし、服や食べ物

も必要ない」と言及していた。これは既に国内である程

度毛布や必要最低限の服や食べ物は支給され、被災

地間で十分カバーしきれるにも関わらず、あらゆるメディ

アを通して国内外から不必要なほどに支援をもらうケー

スが存在したからである。一方で、地方行政の職員から

は「救助のためにもっとボートやモーターが必要」だと述

べており、これらから現地にとって必要十分な物資支援

とその情報伝達が偏っていた。 
  総じて、災害対応期において、現場では速やかな救

援と支援物資の配布が不可欠になる。中央および地方

で十分な情報を集め決定する時間的余裕がないため、

最終的に享受する人との間の認識や立場の乖離が生ま

れ、財や情報の分配が思わぬ方向に逸れていってしま

ったと考えられる。JICA の示した防災ロードマップのよう

に、実際に復興計画に関する策定の不備によって今回

の災害のケースで浮かび上がったと推察される。 
 

５．ムッドゥワ地区の住民の対応と復興の事例 

  筆者は第 1 回調査(2018 年 8 月 30 日〜9 月 20 日)、
第 2 回調査(2018 年 10 月 27 日〜11 月 8 日)で、地域

住民に対して、半構造化インタビュー調査を 1 世帯あた

り 1 時間あまり行った（ムッドゥワ地区住民 N=9、図 3）。
対象者の選定に際しては、これまでの協力者から紹介

を受けるスノーボールサンプリング方式 24)を採用してい

る。調査項目は災害エスノグラフィーの設問 25)を参考に

している。具体的には①次の災害の時に絶対やるべき

こと、②次の災害の時には工夫して上手にするべきこと、

③次の災害の時には絶対にしてはならないこと、④意思

決定の際、一番難しかったこと、⑤復旧復興の過程(6)、

の 5 つに大別される。また、当時洪水がどこまで来たの

かを巻尺で実測した。以下では筆者が行ったインタビュ

ーおよびフィールドノートをもとに記述していく(7)。 
  総合して、インタビューしたムッドゥワ地区の 9 世帯も

怪我人や死者はでなかった。実際住宅に残った洪水痕

跡を計測したところ、2017 年 5 月の豪雨洪水災害による

床上浸水高は平均 2.7m であった。家屋自体の損壊は

なかったが、窓やドア、壁、床に一部損傷のある家屋が

多く、復旧復興に要した期間で平均 3 か月ほどであった

(表 1)。 

また、復旧復興に要した時間は、インタビュー当時も

取り掛かっている世帯を除き、およそ 3 ヶ月を要してい

図 3.  Mudduwa 地区で実際に調査した家の配置図 

(open street map より筆者作成) 

表 1. 2017 年 5 月豪雨による被害の概要 
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た。国際機関やスリランカ政府、宗教施設は被災者に対

して水や服、食料などの救援物資を無償で提供してい

たことがインタビューにより明らかになった。平均世帯人

数は 4.8 人/世帯で 2009 年のスリランカ全体の平均世帯

規模である 4 人 26)とほぼ近い。 
事例 1 (No. 1) 
  ワニガソーリヤは男性 51 歳で、夫婦で家に住んでい

る。彼は市役所の職員で、カル川のそばにあるシーワリ

運動場のマネージャーとして働いている。15 年前(2003
年)に仕事の関係でラトゥナプラ市に引っ越し、カル川や

グラウンド近くの場所に家を建てた。公務員であるため、

月 30,000LKR(8)(約 150USD)の収入を得ており、洪水の

前後で収入は変わっていない。 
①次の災害の時に絶対やるべきこと 
  家が川のすぐそばにあるため、雨の降る様子や音を

聞いて、今回の雨によって川が増水しそうだと感じたら、

衣類や椅子や机などの荷物を上に動かしました。家が

川の近くだから、誰かから言われる前に荷物を動かした

り避難したりしました。高いところに移動する時間がなか

ったので、自宅の 2 階に避難しました。 
  洪水が発生して 1 週間ほどして水が引いたので、荷

物をまた下に降ろしました。けれども、洪水が終わって

何もない今でも、いくつかの荷物はまだ上に置いていま

す。また洪水がいつ来るか分からないから、ベッドなど

動かしにくい大きな荷物は 2 階に準備しています。 
②次の災害の時には工夫して上手にするべきこと 
  大事な荷物は全部 2階に持って行きました。でも、今

回の洪水は水位が上がるのが早くて、時間がなくて上に

持っていくことができなかったものもありました。 
③次の災害の時には絶対にしてはならないこと 
  ドアを閉めていると水の勢いでドアが吹っ飛んで流さ

れてしまうので、開けっ放しにしました。ドアに鍵をして

はいけないと思います。 
④意思決定の際、一番難しかったこと 
  洪水が毎年来るからといって、特別な準備はしてい

ません。雨や川上の様子で雨が降っているかどうかで私

たちは今避難するかどうかを判断します。テレビや天気

予報も水が迫ってきている状況ではあまり使い物になり

ません。目の前の川の様子を見た方が早いです。災害

が来ると感じたら荷物を 2 階に動かしますが、増水する

のが早かったです。全て動かすか自分の命か考えまし

たが、命が危ないと感じたので途中で諦めて夫婦で 2

階に避難しました。結果、一部の荷物や家具は水浸し

になり使えないものが多く出ました。  
⑤復旧復興の過程 
  家の中にあるタイルは割れてしまいました。電気関係

も全部ダメになりました。壁もヒビが入りました。玄関のド

アも洪水で壊れて、またドアを新しく作りました。もう一回

作り直してペンキを塗り直しました。今(インタビュー当時

2018 年 9 月)もまだ色々修理しています。 
  1 週間ほど自宅の 2 階で避難しました。知り合いがボ

ートで食べ物や飲み物を持って運んできて、それでな

んとか 1 週間凌ぐことができました。浸水して 1 週間後に

水が引いて、その時に洪水でやられてしまった床や壁、

ドアの修復を始めました。泥が溜まっていたので綺麗に

する必要がありました。泥は膝丈まで来ていました。綺

麗にするのに多大な時間を要しました。 
  修理費は 50,000LKR くらい(約 280USD)かかりまし

た。政府から 20,000LKR(約 110USD)は支給されたが、

銀行のローンを組んで、あとは自分たちの貯蓄から出し

ました。国際機関から援助はありました。コミュニティ間

でお金の貸し借りはなかったです。住居の修理は町の

大工を雇い、給料と材料費を支払いました。自分たちも

修理を手伝ったが、近所から復旧の手伝いはありませ

んでした。近所の川沿いの人たちもみんな被災者だか

ら、修理を手伝う暇はありませんでした。 
事例 2 (No. 3) 
  52 歳男性スニルは市役所と運動場のそばにある橋を

渡ってすぐの店で働き、小売店の店主である。スニル家

は 2003 年まではコロンボ市内に住んでいたが、2003 年

5 月洪水の後にこの店を作り、コロンボ市からラトゥナプ

ラ市に引っ越してきた。店の裏には自宅がある。2017 年

5 月豪雨時、自宅の 1 階がリビングで 2 階は建設途中

で、部屋はなく吹き抜けのようになっている。災害時は

近所の人たち 30 人が集まり、自宅の 2 階と店の 2 階部

分をオープンスペースとして住民の避難場所に活用し

ている。現在、自宅の 2 階部分は完成しており、この家

でスニルと妻、娘、息子とともに暮らしている。洪水災害

前は 30,000LKR だったが、災害後は 20,000LKR(約
100USD)とやや収入が減少した。 
① 次の災害の時に絶対やるべきこと 
  水が徐々に私たちの家に迫ってきたため、私たちは

できるだけ荷物や商品を 2 階に持って行きました。ある

程度荷物を 2 階に移動させた後、自分たちは 2 階に避

難した。2 階のない近くの人たちが 30 人くらい来て、店



日本災害復興学会論文集 No.18, 2021.7 
 

27 

 

の 2 階と裏にある自宅の 2 階に避難しに来ました。水が

引くまで私たちや彼らはこの家に避難していて、4~5 日

間ほど 2 階で水が引くのを待機しました。 
②次の災害の時には工夫して上手にするべきこと 
  商品や私たちの荷物を全部移動することはできませ

んでした。洪水が来る時に私たちは準備するのでもっと

工夫することはできるのでしょう。 
③次の災害の時には絶対にしてはならないこと 
 洪水対策に対しては何も準備していません。洪水が来

ると対策に応じます。何も対策しないから同じような災害

がきたら同じようなダメージを受けると思います。だから

何もしないのはよくないとは思います。 
④意思決定の際、一番難しかったこと 
 (特になし) 
⑤復旧復興の過程 
  洪水による被害部分の修理は特に何もしていません。

お金がかかるからです。泥は腰丈くらいで、すべて掃き

出した。100,000LKR(約 550USD)政府から援助はありま

した。修理が必要なところや細かいところだけにお金を

使いました。修理は街の大工がやりました。 
  洪水が来て、その後客も来ないし、商品もダメになる

から収入が減って、生計維持は困りました。自宅の 2 階

部は 2017 年の災害の時は途中までで、部屋はありませ

んでした。吹き抜けのような感じ。2017 年の洪水が終わ

った後に作って、自宅の 2 階部が完成しました。 
事例 3 (No.4) 
  カル川左岸から直線距離で約 600m 離れたところに

住むアヌラは 64 歳の女性である。この土地は 50 年以上

前からあり、元々小売店であった。しかし、そのオーナ

ーが亡くなり、建物と土地が残ったままでそれをアヌラが

買った。ここに住んで 20 数年である。インタビューに応

じたのは、アヌラの娘(長女)である。この家には、アヌラと

夫、長男夫婦と息子 2 人、長女夫婦と息子 2 人、次女

夫婦と娘 1人、アヌラの兄合わせて 13人が住んでいる。

アヌラと夫は現在無職で、長男とその妻、長女、次女が

老夫婦の面倒を見ている。家族全員の収入で

95,000LKR(約 490USD)が基本の収入額であるが、豪

雨洪水災害により収入が一時的に減少した。 
①次の災害の時に絶対やるべきこと 
  水量がどれくらい上がるかを予測するため、じわじわ

と水位が上がってきて、もうそろそろだろうと思ったら荷

物を上に上げるようにしています。洪水が来る前に準備

するというよりは、洪水が来てから準備する形に近いで

す。それでも、いきなり水位が上がる時もあります。それ

では全ての荷物を 2 階に上げることは難しいので、重要

なものだけを持って逃げるようにしています。 
②次の災害の時には工夫して上手にするべきこと 
(特になし) 
③次の災害の時には絶対にしてはならないこと 
 都市の開発により、伐採が進み、そこに建物を建てる

ことが増えてきています。そうすると、水を吸う土が減っ

てしまい、今後洪水の規模は大きくなるのではないかと

懸念しています。だから、洪水のダメージを減らすため

に、山の木を切ることは減らして欲しいと思っています。 
④意思決定の際、一番難しかったこと 
(特になし) 
⑤復旧復興の過程 
 荷物を高いところに置いた後、いとこの家に避難しまし

た。そこで近所の家に 8 日間しのぎました。水が引いて

雨が降らないとわかったら修理を始めました。私たちの

家では壁とトイレの損壊が激しく、特に壁は水圧の影響

や壁が水を吸ったこともあって、壁にひびが入りました。

ですので、壁とトイレは修理しました。コミュニティの大工

や何でも屋が手伝いに来て修理をしてくれました。その

修理費やお礼のお金は母が払っているので、いくら支

払ったかはわかりません。 
 私たちの家は、政府から 85,000LKR(約 460USD)の補

助金をもらいました。私たちの家は広く、妹夫婦の家も

あるのでそれだけたくさんの補助金をもらいました。小さ

い 家 だ と 10,000 〜 15,000LKR 、 大 き い 家 だ と

2,100,000LKR(約 1,100USD)もの補助金が来た、という

話も聞きました。ただ、政府の援助は水が引いた後にボ

ートで調査に来て、様々な手続きを踏むため、物や家の

修理や生活の立て直し期といった一番欲しい時にお金

が来るわけではないので、非常に苦しいです。しかも、

全然浸水していない家でも、政府の知り合いであれば、

その人に先に支援に行きます。これは平等な分配では

ないと思います。本来、支援のための予算があるならば、

均等に援助のお金を分け、配布する時期を統一するべ

きです。本当に困っていて支援が必要な人に回らない

というのは問題だと思います。 
事例 4 (No. 7) 
 アジータは 38 歳の男性である。アジータの父は 1978
年頃にこの土地に土と竹でできたスリランカの伝統的な

家を設計し、街の大工とともに作ったが、過去の洪水で

その家が壊れてしまった。現在のセメントとブロックでで
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きた家が作られたのは 1998 年頃で、その時にアジータ

が家の所有権を持つことになった。アジータはトゥクトゥ

クの運転手として働いている。現在、妻と 10 歳と 2 歳の

娘とともに暮らしている。災害後収入は著しく減少し、現

在ローンを立てて生計している。 
①次の災害の時に絶対やるべきこと 
  避難所で子どもが安心して眠れるように子どもたちの

枕や洋服など持てるものは持つべきです。避難所には

子どもたちのためのものはなかったのが辛かった。 

②次の災害の時には工夫して上手にするべきこと 
  一番大事なものだけ 2 階に持って行ったけど、全部

を守ることができませんでした。ここは土地の高さが低く、

川の近くだから急いで自分の守りたいものを 2 階に持っ

て行ったけど、間に合いませんでした。自分が着ている

洋服は残ったけど、あとは流れてしまいました。 
③次の災害の時には絶対にしてはならないこと 
  雨の降り方で私たちはどう水位が上がるかわかるけ

れども、水位の上がり方の判断が遅れたら、水圧でドア

を開けることができず、外に出られません。私たちは早

めに出ることができましたが、絶対に逃げ遅れたらダメだ

と思います。でも、家を離れて避難する時にドアは開け

て出てはいけません。なぜなら、夜に泥棒が鍵のかかっ

ていない家を狙って荒らすこともあるからです。 
④意思決定の際、一番難しかったこと 
  雨の降り方や川の流れを見て今避難するかどうか、

どのタイミングで家を離れるべきかが難しいです。 
⑤復旧復興の過程 
  洪水は 5 月 26 日の朝から始まりました。私たちは朝

から荷物を上げたが、家族がここにずっといるのは危な

いし、水が押し寄せるから、妻と子どもたちを先にボート

に乗せて寺へ避難させました。彼女らを避難させたら、

私が家に戻って荷物を上げていました。夕方になると電

気もなくて何も見えないので、ボートでお寺へ向かい、

避難しました。お寺には 3 日間避難しました。その後、

一番下の娘(当時産後 5 ヶ月)のお世話を避難所である

お寺でするのは大変だろうから、ここから 5km 離れた妻

の実家がある集落に私と妻と子どもたちは避難しました。

そこには 2 ヶ月いました。その間、たまに自宅を訪れ、泥

をかき出したり、床や壁を綺麗にしたりしていました。

2017 年 10 月に自宅の壁にペンキを塗りました。自分た

ちのお金で出しました。どこからもお金もらっていません。

ペンキは自分たちで塗りました。 

  洪水が起きて 1 週間後の 6 月初めに GN の役人が

被害をチェックしに来ました。けれども、お金が来たのは

2018 年 8 月でした。チェックした時の金額よりも受け取

った金額はだいぶ下回っていました。一体、彼らがどう

いう計算をやっているかは私たちもわかりません。 
事例 5 (No. 9) 
  エマリンは 73 歳の老婆で、娘のスリヤニと孫(孫息子

3 人、孫娘 1 人)とエマリンの弟とともに暮らしている。エ

マリンの息子は歩いて 3 分のところに居を構える。エマリ

ンが 1974 年に結婚した時に旦那の家(今は息子がその

家を引き継いでいて、小売店を商っている)に来た。

1991 年に今の家をスリヤニの旦那が建てて、エマリンは

今の家に引っ越してきた。家族全体で合わせて

115,000LKR(約 590USD)である。 
① 次の災害の時に絶対やるべきこと 
  周りの人の協力は絶対必要だと思います。私は年老

いているのでなかなか動けないので、早めに移動したり、

お手伝いを希望したりすることが必要でした。 
②次の災害の時には工夫して上手にするべきこと 
  直前まで何もしないよりかは、川のすぐそばに住んで

いるので、水位や雨の様子を見たり、それを見て物をま

とめたりすることをもっと正確に早くできたらいいな。 
③次の災害の時には絶対にしてはならないこと 
  ドアを閉めると壁が膨らんで壁にひびが入るし、ドア

を開けるとドアが壊れたり、泥棒が現れたりするので大

変。開けっ放しはよくないね。あと、窓を開けると水流で

窓が壊れるので窓も開けっ放しはダメだと思います。 
④意思決定の際、一番難しかったこと 
  何度も経験することなので、決めることが難しかった

ことはなかったと思います。 
⑤復旧復興の過程 
  水は膝丈まで来た時に避難を開始して、親戚の家の

2 階に荷物を置いていきました。ドアは閉めて、窓は開

けて逃げました。橋の近くの高い家の 2 階（スニルの家）

に逃げた。3 日間そこで避難しました。机や椅子、普段

着、写真は流れてしまい、残ったのは着ている洋服だけ

でした。他は流れたり、壊れたりしました。今使っている

クローゼットも、水が引いてから家に戻ってクローゼット

の扉を開けたら水が出てきました。 
  この家の壁や床全体に泥が残っていました。掃除は

みんなで取り掛かって 4−5 日間かけました。それでやっ

と綺麗になりました。それでも水の跡は残っています。 
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  洪水の水が引いて 2 週間後かな、大学生や政府が

来た調査に来ました。何が壊れたかを聞かれ、答えまし

た。お金を送るかどうかの議論がありましたが、結局お

金は来ませんでした。しかし、食べ物や洋服は洪水が

起きて 1 ヶ月後くらいに政府の支援で私たちの元に来ま

した。修理費は自分たちのお金で出しました。ペンキで

壁を塗ったり、新しい窓をはめ直したりしました。 
 
６．考察 

  誌面の都合上取り上げた 5 ケースという非常に少な

いインタビュー調査ではあるが、被災の語りを動態的か

つ網羅的に収集する災害エスノグラフィーを用いた編集

や分析から、ラトゥナプラ市ムッドゥワ地区における住民

の対応や復旧復興の法則性が浮き彫りとなった。 
  第 1 に自宅や近所の高所(2 階以上の階や屋根上)、
宗教施設への避難のパターンが確認された。伝統的な

シンハラ農村社会では親族は同じ村落に住む傾向にあ

り、災害時にはその関係性をもとに自助・共助がなされ

ることが推察される。第 2 に雨の降り方や水位を見て、

住民は避難するかしないか、いつ逃げるかを検討して

いる、ということであった。地理的な特徴上、ラトゥナプラ

市緩慢な水位の上昇であるがゆえに、河川に面してい

るムッドゥワ地区では水位の上昇を直接目で確認しやす

い。こうした特徴もあり、個人や家族、地域を通して知識

を構築し、自主避難を促すような避難スイッチ 27)が存在

していたことが窺える。第 3 に河川に近接して居を構え

ているが、事前の対策はほとんどせず、むしろ、洪水が

来る直前に対応する傾向にあった。これは一方で経験

に依存する知識を過大視しているという見方もできるが、

直前の対応だけででも十分に許容できるだけの避難や

洪水リスクに関する知識、地域内での関係性があってこ

そ成立しうる対応だと考えられる。 
  以下インタビュー調査の結果より得られた知見である。 
①次の災害の時に絶対やるべきこと 
  住民は親族や血縁、地縁、宗教的関係性を頼りに生

活用品を家の高層階に一時避難させたり、高い建物や

宗教施設に避難したりした。こうした住民相互の連携を

行うなど一連の災害対応は、来たる次の災害の時にも

行うべきだという意見があった。 
②次の災害の時には工夫して上手にするべきこと 
  今回の2017年の洪水災害は5月25日深夜から5月26
日早朝にかけて発生した。インタビューに応じた人から

は、川から水が溢れてきた26日の朝や昼から避難行動

に移ったという声が散見された。メディアの情報よりも現

地での気象の変化などから、洪水発生を予見し、早く避

難しようと工夫した方がいい、という声があがった。 
③次の災害の時には絶対にしてはならないこと 
  洪水対策は特にしておらず、直前の行動のみになっ

てしまうのはよくないと多くの住民は考えていた。また、

商品や機械など、生業に必要な物品を洪水によって劣

化させてはならないという声もあった。 
④意思決定の際、一番難しかったこと 
  住民は自らの経験や知恵をもとに今避難するかどう

か、タイミングを窺っていた。だが、結局は洪水になる直

前に意思決定を行なうため、避難対応が遅れてしまった

り、生活に必要なものがより多く流されてしまったりした。 
⑤復旧復興の過程 
ほとんどの家屋が浸水被害に遭い、住宅の修理・修

繕、掃除の作業に1ヶ月ほど要した。特に自営業の人た

ちは本来の仕事に戻ることは難しかった。復旧復興が終

わるまで平均3ヶ月を要した。加えて、住宅の補修や生

活必需品のコストは自らの貯金から支払うため、各々が

復旧復興に取り掛かるものの金銭的負担を抱えていた。

しかし、この現状に対して、政府は住民に対して補償金

の配分が一部遅れ、生活を立て直せるほど十分な金額

をもらえなかったことに不満を抱いていた。 
こうした洪水発生時に家具類などの財産を高所退避

させ、住民相互の連携を行うなど一連の災害対応を図

っており、GNなどの地区の統治的・政治的な仕組みに

依存しない形で対応していた。しかし、近年頻発する洪

水に対して、水位の上昇や雨や風の音といった過去の

水害の経験から引き出された知識の継承、住民の連携

をもって方策を練っても予見と対応が難しく、被災を軽

減する具体的な対応策がなかったことも分かった。特に

2017年の激甚な豪雨洪水災害では、十分な対応をとる

時間がなく被害を大きくしたこと、常襲する水災害である

がゆえに安全性や生活環境の向上といった復興の過程

において金銭や物的資源の損失など多様な困難がある

ことがインタビューの結果から浮かび上がった。 
 

７．おわりに 

  本稿は 2017 年 5 月にスリランカ南西部で発生した豪

雨洪水災害を対象に、サバラガムワ州ラトゥナプラ県ラト

ゥナプラ市における洪水被害時の住民の対応および復

興の実態と課題を明らかにした。地域住民へのインタビ

ュー調査の結果から、実態として豪雨洪水災害による死
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者や怪我人はムッドゥワ地区では少なかったこと、また、

親族や血縁、宗教的関係を中心としたコミュニティや自

助公助といった地域知が、災害対応時および復旧復興

期でもその機能を果たしたという住民の対応が見られた。

また、復興の実態に関していえば、ほとんどの家屋が浸

水被害に遭った中で住宅の修繕を行い、ほとんど自力

で復興を進めていることがわかった。一方で、水災害が

頻発するラトゥナプラ市中心市街地において、事前の災

害対策や人・物を避難させるタイミングを共有する必要

があること、被災復旧・復興の労働負荷や経済的負担

が慢性化する課題が把握された。水害常襲地において

人々の生活をカバーするためには、地域知を利用した

効果的な避難タイミングの導入とより住民のニーズに即

した物資や金銭を含む外部支援が必要であると考えら

れる。 
  これらの結果は、災害の一連の過程を見る視座によ

って浮かび上がってきたことであり、既往研究では指摘

が少なかった、ラトゥナプラ市における災害に抗する地

域知がどのように住民の対応や復興に役立ったのかを

示すことができた。幾度となく洪水災害が襲いかかる地

域において、移転や移住をすることなく、住居や生計、

集団的なコミュニティ活動の面で住民の生存を可能にし

ている地域知の存在を照射した。こうした基礎的な資料

をもとに、水害常襲地における将来の防災および減災

に資する方策として、中央政府から地方政府、そして、

地域コミュニティまで一貫した災害管理計画や情報伝

達方法を策定し、浸透させる必要があると考えられる。 
もちろん本稿の限界として、全体像や個別具体の困

難性を精緻に浮き彫りにさせるような調査と分析までに

は至れていない。本研究の成果を引き続きラトゥナプラ

市や他地域における豪雨洪水災害の経験を大規模に

調査し記述することで、地域の知識や経験を多面的に

浮かび上がらせつつ、何が水害常襲地において共通の

課題や知識であるかを分析することに応用することで、

本稿の限界を克服したい。 
本稿では現地の人々が自然と対峙し、その不確実性

に対処するために蓄えてきた方途として、ラトゥナプラ市

ムッドゥワ地区をはじめとする地域では、伝統的な親族

構造が息づく社会や宗教施設を中心とする相互扶助の

働きなどの共助が様々な形で現在も生きている。こうし

た地域知を基軸とした災害対応は自助・共助に加えて、

域外からの支援である公助も大きな役割を担いうるが、

本稿が取り上げたような微視的な視座があって、はじめ

て地域知と防災・減災に資する政策とが相補的な関係

になり得る。地域知をはじめとするリスク管理は、ほとん

どが経験的あるいは経験に基づいた伝承的な認知に裏

付けられているものの、その臨界点を超えている。今後

は地域知を近代化により捨象される資源としてではなく、

地域に内在する資源として捉え直し、いかにして公助や

外助、防災や減災の計画に組み込むかという問いに切

り込み、現地と理論を往還しながらレジリエントな社会を

構築する方策を探りたい。 
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補記 
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復興に関する実態と課題：スリランカの豪雨洪水災害を事例に」
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補注  

(1) 調査の際、通訳者を青年海外協力隊として現地で活動し

ている日本人(スリランカ居住歴1年半、現地語であるシンハラ

語をネイティブレベルで習得済)1人、また、シンハラ語と日本

語の通訳が可能である旅行会社の同行スタッフ1人(日本居住

歴10年)に通訳ボランティアを依頼した。2名は本調査の趣旨

を承諾し、調査日にいずれかの一人と帯同し、シンハラ語から

日本語、日本語からシンハラ語の通訳を行った。 

(2) ここでいう地域知とは、バンコフの呼ぶ「災害文化」26)やワ

イズナーの「対処戦略」30)に近い。本稿ではそれらを参照し、

地域知を「現地の人々が長年にわたり社会や自然と対峙し、

その不確実性に対処するために蓄えてきた方途や生活の組

み立て方」31,32)と定義する。 

(3) スリランカの統治的な仕組みとして州 (province)、県

(District)、郡(Division)、行政村(Grama Niladhari, GN)に分か

れている。補足すると、行政組織(Divisional Secretariat: DS)の

傘下には細分化された各地域を管轄する行政官が配属され、
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その行政官はそれぞれ複数の村を組み合わせたGNを管理し、

各世帯の情報収集や行政文書への署名などを行う29)。スリラ

ンカにおけるコミュニティと称する最小の行政単位は、国家に

よる管理・統治機構の最小単位であるGNを指すことが多い。 

(4) ラトゥナプラ市における宗教分布として、シンハラ人80%、

スリランカ・ムーア（イスラム教を信奉する民族）12%、スリラン

カ・タミル人7%、インド・タミル人1%と言われている9)。 

(5) ラトゥナプラ市の居住地開発は高地から始まったが、出生

率の上昇、労働に伴う移動、公共・商業施設の拡大など市の

成長が続いたため、低地や氾濫原への居住が促進された。

1940年代にラトゥナプラ都市評議会は、洪水問題の潜在的な

解決策であるだけでなく、将来の成長のために多くの土地を

利用可能にする手段でもあると考え、街の移転を検討した。

1960年以降都市開発は急激に加速したが、移転を指示する

権限を持つ委員会の任命が遅れたことと、市と中央政府との

調整が全般的に不十分であったことから、計画の実施は1979

年まで延期された、という歴史がある10)。 

(6) 内閣府が記した『復旧・復興ハンドブック』33)を参照して本

項では復興を次のように定義する。すなわち、被災地におい

て被災前の状況と比較して安全性の向上や生活環境の向上、

産業の高度化や地域振興が図られる等の質的な向上を目指

すことの両者を併せて被災地の対策に資するプロセスのことを

「復興」と定義する。また、詳細な時間軸として富安らが提示し

た災害から復興のプロセス34)の議論を参照している。本稿で

は復興過程を仮設生活期(3週間から2-6年)および復興生活

期(2-6年以降)とみなして検討することとする。 

(7) 誌面の紙幅上、全てのケースは挙げられないが、主要な

点をまとめて記述した。ただし、No.2とNo.8はインタビュー音声

データが飛んでしまったため、記述を省略する。 

(8) LKRはスリランカ・ルピーであり、インタビューを行った当時

2018年夏では1LKR=0.0056USDであった。本稿では9名に対

してインタビューしていないため、その結果をもとに全体的な

経済状況を示すことは難しいが、標本調査ではあるがラトゥナ

プラ市の経済状況に関してはSilva et al.12)が詳しい。 
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